
今 月 ト ピ ク スッの

扶助費
子ども・高齢者・

障害者の福祉推進など
538億7,270万円
27.0％

人件費
職員の給与や議員の報酬など
269億5,027万円  13.5％

物件費
消耗品費、光熱水費、
施設の管理委託料など

221億202万円  11.1％

繰出金
特別会計などへ
支出された経費
109億6,371万円
5.5％

補助費等
民間や他の公共団体

などに対する
助成金・負担金など
594億3,861万円
29.9％

投資的経費
公共施設や道路の

整備費など
77億5,809万円
3.9％

公債費
市の借入金の返済金
91億9,675万円
4.6％

その他
維持補修費、積立金、貸付金など

90億5,203万円
4.5％

市　税
市民税や固定資産税

などの税金
700億9,026万円
34.3％

国・府支出金
国や府からの
補助金など

924億5,868万円
45.2％

国・府支出金
国や府からの
補助金など

924億5,868万円
45.2％

地方譲与税・交付金および地方交付税
国税や府税などの一部から譲与・交付されたもの

173億9,367万円  8.5％

市　債
国や金融機関などから

借り入れた資金
87億1,149万円
4.3％

使用料・手数料、分担金・負担金
公共施設の利用料金、

証明書の発行手数料ほか
33億8,764万円
1.6％

その他
預金利子や寄付金、

基金からの繰入金ほか
123億9,231万円
6.1％

豊中の財政状況
令和2年度（2020）の一般会計は、実質収支が 38億350万円と、
黒字決算を維持しました。一般会計

歳　入

2,044億3,406万円
歳　出

1,993億3,418万円

一
般
会
計

決
算
の
概
要

　
一
般
会
計
の
歳
出
決
算
額

は
前
年
度
と
比
べ
る
と
526
億

4
千
337
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。
こ
れ
は
、新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
す

る
支
援
策
と
し
て
、
特
別
定

額
給
付
金
事
業
を
行
っ
た
ほ

か
、
消
費
喚
起
策
や
子
育
て

世
帯
生
活
支
援
特
別
給
付
金

事
業
、
児
童
生
徒
１
人
１
台

の
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
整
備

な
ど
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。

　
一
方
で
、
歳
入
決
算
額
も

前
年
度
と
比
べ
る
と
524
億
2

千
535
万
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
特
別
定
額
給

付
金
事
業
に
係
る
国
庫
支
出

金
の
ほ
か
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創

生
臨
時
交
付
金
が
交
付
さ
れ

た
こ
と
、
さ
ら
に
前
年
度
の

決
算
剰
余
金
で
あ
る
繰
越
金

が
増
え
た
こ
と
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

※各項目は1万円未満を四捨五入しているため、差し引きや合計が合わないことがあります

令和2年度決算

問財政課 6858-2121
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特別会計　特別会計は、全ての会計で黒字もしくは収支均衡となりました。

企業会計　企業会計は、水道事業会計をはじめ３会計とも黒字となり、いずれの会計も資金不足は生じていません。
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質
的
な
負
債
額
の

割
合
。

　

 

早
期
健
全
化
基
準（
350
％
）

区分
決算額

実質収支
歳入 歳出

国民健康保険事業 400億4,366万円 385億3,548万円 15億818万円
後期高齢者医療事業 68億6,318万円 66億1,969万円 2億4,349万円
介護保険事業 370億3,454万円 360億8,513万円 9億4,941万円

母子父子寡婦福祉資金貸付金 6,654万円 1,335万円 5,320万円
公共用地先行取得事業 12億9,917万円 12億9,917万円 ―

財産区 5,787万円 5,787万円 ―
合　　計 853億6,496万円 826億1,068万円 27億5,428万円

区分 収益 費用 純損益 令和元年度までの
累積利益 資金剰余額

病院事業 204億5,662万円 197億1,556万円 7億4,107万円 △18億3,483万円 68億5,053万円
水道事業 75億8,986万円 68億3,593万円 7億5,393万円 33億4,777万円 35億8,985万円

公共下水道事業 149億6,747万円 143億8,794万円 5億7,953万円 38億2,505万円 44億458万円
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227億4,574万円
（前年度比 41億4,092万円増）

　市の貯金のことを基金といい、財源不足を補うためや
特定の目的に活用するために積み立てています。令和２
年度は、補正予算の財源として、一部取り崩しを行った
ものの、着実に積み立てを行いました。

基金残高

△はマイナスを表す

決
算
に
基
づ
く

財
政
状
況
の
指
標

　
令
和
２
年
度
の
本
市
の
健
全
化

判
断
比
率
を
算
定
し
た
結
果
、
い

ず
れ
の
指
標
に
お
い
て
も
早
期
健

全
化
基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。

 

※
早
期
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た
場

合
は
、
健
全
化
計
画
の
策
定
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す

867億786万円
（前年度比 9,964万円減）

　市の借金のことを市債といい、令和２年度は、臨時財
政対策債や減収補てん債、建設事業債を発行したもの
の、元金の償還額が新規発行額を上回ったため、残高
は減少しました。

市債残高（一般会計）
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